
憲法9条。25条を生かした市政を

平和とくらし・福祉の充実を求める

日
頃
よ
り
あ
た
た
か
い
ご
支
援
、
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ

い
ま
す
。

佗
月
議
会
は
、　
一
般
会
計
補
正
予
算
案
な
ど
２０
議
案
を
可
決

し
て
閉
会
。
日
本
共
産
党
市
議
団
は
、　
一
般
会
計
補
正
予
算
案

（第
７
号
）
１
件
に
反
対
。
紹
介
議
員
と
な
っ
た
請
願
３
件
の

採
択
を
求
め
ま
し
た
が
、
不
採
択
と
な
り
ま
し
た
。
細
川

・
牧

野
の
両
議
員
が

一
般
質
問
に
立
ち
、
市
民
の
声
を
市
政
に
届
け

ま
し
た
。

※
反
対
し
た

一
般
会
計
補
正
予
算
案

（第
７
号
）

鉾
立
小
の
児
童
を
胸
上
小
に
送
迎
す
る
ス
ク
ー
ル
バ
ス

購
入
費
の
債
務
負
担
行
為
を
盛
り
込
ん
だ
も
の

※
請
願
　
①
学
校
給
食
費

へ
の
無
償
化
を
国
に
求
め
る
請
願

②
公
的
年
金
の
削
減
中
止
と
物
価
高
騰
に
見
合

っ
た
年
金
支
給
額
の
改
善

を
求
め
る
請
願

③
健
康
保
険
証
の
廃
止
を
し
な
い
よ
う
求
め
る
意
見
書
を
政
府
に
送
付
す

る
こ
と
を
求
め
る
請
願

〔お
詫
び
〕
細
川
議
員
は
、
請
願
３
件
の
採
択
の
賛
成
討
論
を
し
た
後
、
①
の
「請
願
」

採
択
の
際
に
、
勘
違
い
で
不
起
立
で
し
た
。
心
よ
り
お
詫
び
申
し
あ
げ
ま

す
。
な
お
、
採
択
の
賛
否
に
は
影
響
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

自
衛
隊
の
哺
「
Ｌ
ｕ

ｎ
＝
ｒ

ロ
ト

Ｄ

ル
●

岸
田
政
権
が

「敵
基
地
攻
撃
能
力
」

の
保
有
と
軍
拡
を
進
め
る
中
、
Ｈ
月

（昨
年
）
に
自
衛

隊
統
合
演
習
が
岡
山
空
港
で
初
め
て
実
施
。
そ
の
件

へ
抗
議
し
、
今
後
の
軍
事
利
用
に
反
対
す

べ
き
と
、
市
長
の
見
解
を
質
問
。
「防
衛
省
が
県
に
要
請
し
た
も
の
で
、
国
の
安
全
保
障
や
防
衛

に
深
く
関
わ
る
問
題
で
あ
り
、
市
長
と
し
て
の
立
場
で
是
々
非
々
の
答
弁
は
差
し
控
え
た
い
」

と
の
答
弁
に
対
し
、
今
回
の
演
習
は
、
日
本
が
攻
撃
を
受
け
自
衛
隊
の
基
地
が
使
え
な
く
な

っ

た
場
合
を
想
定
し
て
の
も
の
で
あ
り
、
市
長
と
し
て
、
平
和
と
市
民
の
命
を
守
る
責
務
が
あ
る

こ
と
を
指
摘
し
、
責
任
あ
る
対
応
を
求
め
ま
し
た
。

市議会議員 市議会議員

まきの 明  細 川 健 ―

「ゴミ出し支援」が実現に

自力でゴミが出せない方の「ゴミ出し支援」が本年 4月 から

スター トする予定で、具体的なことは 3月 議会で決まります。

市民の願いがまた 1つ実現します。

日本具塵寛

新病院が市内の どこに住んで いて も利用 しやす いよう公共

交通の充実が必要。バスや タクシー を乗 り継がないで来院で

きるよ うにすることを要望。市は、送迎バスは考えていな い

が、地域包括ケアシステムに基づ き 「在宅医療部門の強化」

で対応 していくとの こと。今後の課題です。

また、市内には児童の発達障害を専門とする医療機関は 1つ

だけ。新病院に発達外来の設置を要求。市は、医師派遣の問題

もあ リハー ドルが高いという回答。 引き続き求めていきます。

障害のある方が利用できる 「障害者 タクシーチケ ッ ト」 の

利用率が低 いのは、周知不足 との こと。 アンケー ト調査で課

題 を把握 し、事業所な どを通 じて周知するな ど利用促進 を図

つてい くと回答 しま した。

また、 この制度の枠 を高齢者等移動の困難な 人へ広げ るよ

う要請。市は現在検 討中 との ことです。

市 は、補助制度創設の 自治体 は全国で 100程 あるが、本市

独 自で実施を検討 して いない。 高齢化を考 えると国が対応す

べきもの として要望 していると回答 しました。

補聴器の装着で認知症 を予防す る効果があるという調査結

果はないとの回答に対 し、難聴 になると人との接触が減 り、

認知症 の加速につなが る。是非、本市で も検討をと要請。

市民のための新病院に

「タクシーチケット」の周知と拡大を

加齢性難聴者に補聴器購入補助を

１２
月
議
会
報
告

（７
７
～
２５
）

ご要望 0ご相談はお気軽 |こ
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日本具塵見
教育を

教育環境の整備で

一人ひとりにゆき屈いた

学
校
ｏ園
の
統
廃
合
は
，
保
護
者
・住
民
の

納
得
と
合
意
を
得
た
上
で
検
討
を

耐
震
化
し
て
い
な
い
鉾
立
小
学
校
の
児
童
た
ち
を
、
安
全

を
目
的
に
全
員
胸
上
小
学
校

へ
通
学
さ
せ
る
た
め
の
ス
ク
ー

ル
バ
ス
購
入
が
、
議
会
で
賛
成
多
数
に
よ
り
可
決
。
令
和
７

年
４
月
か
ら
鉾
立
小
は
胸
上
小
と
事
実
上

「統
合
」
す
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

９
月

（昨
年
）
の
住
民
説
明
会
に
参
加
し
た
住
民
の
多
く

は
、

「統
合
」
に
も

「
ス
ク
ー
ル
バ
ス
」
に
も
納
得
し
て
い

ま
せ
ん
。
共
産
党
市
議
団
は
、
地
元
住
民
の
理
解
を
得
ら
れ

な
い
ま
ま
進
め
る
べ
き
で
な
い
、
他
の
耐
震
化
の
方
法
を
検

帥
日
以
上
欠
席
の
児
童

・
生
徒
数
は
、
小
学

校
６１
人

（５２
人
）
、
中
学
校
１
１
３
人

（８９
人
）

と
さ
ら
に
増
加

〔
（　
）
内
は
昨
年
度
の
数
〕
。

子
ど
も
た
ち

一
人
ひ
と
り
に
寄
り
添
う
こ
と
が

で
き
る
よ
う
、
教
職
員
数
を
増
や
し
、
少
人
数

一
部
学
校
の
特
別
教
室

へ
の
エ
ア
コ
ン
設
置
に
伴
う
実
施

設
計
の
予
算
が
１２
月
補
正
で
通
過
。

「学
習
環
境
向
上
の
た

め
、
引
き
続
き
計
画
的
な
整
備
」
を
進
め
て
い
く
と
の
市
教

委
答
弁
で
し
た
が
、
設
置
率
３１

・
６
％

（２３
年
度
）
は
県
下

最
低
レ
ベ
ル
。
整
備
計
画

（２４
年
度
３５

・
８
％
、

２５
年
度
５０

％
）
の
さ
ら
な
る
進
展
を
強
く
求
め
ま
し
た
。

討
す

べ
き
と
主
張
し
ま
し
た
。

荘
内
南
幼
稚
園
の
荘
内
幼
稚
園

へ
の
統
合
も
、
南
幼
の
保

護
者
を
中
心
に
地
元
の
住
民
か
ら
強
い
反
対
の
声
。
そ
れ
に

対
し
市
教
委
は
、

『
玉
野
市
幼
保

一
体
化
将
来
計
画
』
に
基

づ
い
て
統
合
を
進
め
る
方
針
。
共
産
党
市
議
団
は
、
地
元
の

「南
幼
を
残
し
て
欲
し
い
」

「預
か
り
保
育
を
も

っ
と
増
や

し
て
欲
し
い
」

「保
育
も
で
き
る
こ
ど
も
園
に
し
て
ほ
し
い
」

と
い
う
要
望
を
伝
え
、
再
考
を
求
め
ま
し
た
。

不
登
校
の
子
ど
も
た
ち
へ
の
対
応
を

学
級
に
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

ま
た
、
不
登
校
の
子
ど
も
た
ち
が
通
う

「わ

か
ば
教
室
」
に
つ
い
て
、
子
ど
も
た
ち
の
学
び

を
保
障
す
る
た
め
、
設
備
の
充
実
や
教
室
の
増

設
を
求
め
ま
し
た
。

〔
、

ま
た
、
今
年
度
の
学
校
給
食
費
は
値
上
げ
分
１
食
３０
円
補

助
に
加
え
、
２
か
月
分
が
無
償
化
に

（１２
月
補
正
で
国
の
交

付
金
を
活
用
）
。
よ

っ
て
、
３
学
期
の
保
護
者
負
担
は
、
３

月
に
調
整
分
だ
け
に
な
り
ま
す
。
来
年
度
も
給
食
費

の
さ
ら

な
る
無
償
化
を
求
め
て
い
き
ま
す
。

特
別
教
室
へ
の
エ
ア
コ
ン
設
置
．

学
校
給
食
費
の
負
担
軽
減
・無
償
化
の
前
進
を

:Ъ

自治体の非正規職員の待遇改善を

新自由主義の政策は、民間だけでなく国 。自治体での非

正規化を進め、 「小さな政府」などと「公共の役割」を縮

小し、公務員削減 と非正規職員の増大、業務の民間委託を

拡大。その結果、地方自治体の非正規職員は全国で 3～ 4

人に 1人 と言われる中、本市の実態を質問しました。

非正規は、本来は緊急や臨時の仕事に限定するもので、

恒常的、本格的、専門的な仕事が非正規に置き換えられて

いるのが問題。本 人が非正規を希望する場合を除き、緊急、

臨時的な仕事以外は正規にすべきと要求 しました。

本市でも令和 6年度から旧嘱託職員だけでなく旧臨時傭

人にも期末手当が支給 されますが、時給の改善など更なる

待遇改善と、非正規率や賃金の男女格差などジェンダー平

等の視点からの改善を求めました。

本 i市の 実 態 <令和 5年 4月 1日 時点>(市の回答より)

○職員数…正規職員638人、非正規職員295人 (勤務時間週

30時間以上の会計年度任用職員)

※非正規率は31.6%

(勤務時間週30時間未満の会計年度任用職員197人を

加えると、非正規率は43.5%に。)

○女性の割合…正規職員→38.9%、 非正規職員→72.9%

○男女の賃金格差
(令和5年度から職員の給与に関する男女の賃金格差の情報公表が開始)

正規職員→女性は男性の874%
非正規職員→女性は男性の90.7%

○非正規職員の賃金 (勤務時間週35時間の事務補助員の

場合)

時給1,065円 、年収1,810,800円


